
（平成２１年１月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 16 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 645 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの期間、38 年１月から同年

３月までの期間及び 58 年 10 月から 59 年３月までの期間の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 37 年３月まで 

② 昭和 38 年１月から同年３月まで 

③ 昭和 58 年 10 月から 59 年３月まで 

私は、上記期間について社会保険事務所に照会申出書を提出したとこ

ろ、未納になっているとの回答であった。 

納税組合の役員が毎月 25 日ごろ集金に来て、父が納付書に現金を添

えて妻の保険料と一緒に納付していたので、未納となっているのは理解

できない。 

納付したことは確かであるので申立期間を納付済期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①、②及び③を除き、未納期間は無い。 

また、申立人は、納税組合に加入し、父が国民年金保険料を集金人に納

付していたと主張しており、当該納税組合については、元組合員が、「昭

和 34 年か 35 年ごろには納税組合が存在し、平成 15 年に解散した。」と

証言していることから、申立期間①、②及び③の各期間について納税組合

の存在が推認でき、申立内容に不自然さはみられない。 

さらに、社会保険庁の記録から、同時期に国民年金に加入した申立人の

母についても申立期間①及び②の各期間について納付が確認できる。 

加えて、家業は順調であり、保険料の納付が困難であったことは無かっ

たとしている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 646 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの期間、38 年１月から同年

３月までの期間及び 58 年 10 月から 59 年３月までの期間の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 37 年３月まで 

② 昭和 38 年１月から同年３月まで 

③ 昭和 58 年 10 月から 59 年３月まで 

私は、上記期間について社会保険事務所に照会申出書を提出したとこ

ろ、未納になっているとの回答であった。 

納税組合の役員が毎月 25 日ごろ集金に来て、夫の父が納付書に現金

を添えて夫の分の保険料と一緒に納付していたので、未納となっている

のは理解できない。 

納付したことは確かであるので申立期間を納付済期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①、②及び③を除き、未納期間は無い。 

また、申立人は、納税組合に加入し、夫の父が国民年金保険料を集金人

に納付していたと主張しており、当該納税組合については、元組合員が、

「昭和 34 年か 35 年ごろには納税組合が存在し、平成 15 年に解散し

た。」と証言していることから、申立期間①、②及び③の各期間について

納税組合の存在が推認でき、申立内容に不自然さはみられない。 

さらに、社会保険庁の記録から、同時期に国民年金に加入した夫の母に

ついても申立期間①及び②の各期間について納付が確認できる。 

加えて、家業は順調であり、保険料の納付が困難であったことは無かっ

たとしている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 647 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37 年４月から 38 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

  住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月から 38 年３月まで 

私は、昭和 39 年に結婚した後、44 年ごろに、亡き父から「これまで

の期間はすべて納めているので、今後は自分で納付しなさい。」と言わ

れて年金手帳を渡されたことが強く記憶に残っており、申立期間の１年

間だけが未納というのは不自然であるので納付済期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12 か月と比較的短期間で、ほかに未納となっている期間が

無い。 

また、申立人は、実家の父が国民年金保険料を納付していたとしている

が、Ａ市（旧Ｂ市）が保管している国民年金被保険者名簿によれば、申立

期間の前後の期間は１年分の保険料を一括して納付しており、当時実家の

家業の状況などから保険料を納付する資力は十分にあったと考えられ、申

立期間の１年分のみ未納となっているのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 651 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年１月から同年３月までの期間及び 60 年１月から同年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年１月から同年３月まで 

② 昭和 60 年１月から同年３月まで 

社会保険事務所に国民年金保険料納付記録について照会したところ、

申立期間については納付事実が確認できなかったとの回答をもらった。 

国民年金保険料は、Ａ銀行Ｂ支店にて私が納付しましたので、未納と

されているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は夫婦二人分の保険料を納付していたと主張しているところ、夫

婦共に、国民年金加入期間について申立期間以外に未納は無いことから、

申立人の納付意識は高かったものと考えられる。 

また、Ｃ市保管の国民年金被保険者名簿によると、申立期間②の保険料

については、昭和 60 年６月４日に過年度納付書が発行されていることが

確認でき、申立人が主張する金融機関への納付は可能であったと考えられ

る。 

さらに、申立期間前後を通じて、申立人の生活状況に大きな変化は認め

られないことから、途中の申立期間のみが未納とされているのは不自然で

ある。 

加えて、申立期間はそれぞれ３か月であり、合わせても６か月と短期間

である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 654 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年３月の国民年金保険料について

は納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年 10 月から 60 年３月まで 

          ② 昭和 63 年３月 

結婚後１、２年してから国民年金の加入手続をした。その際、これか

ら支払いしないと年金を受給できなくなると言われ、さかのぼってまと

めて納付した。 

    それ以降は毎月納付している。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②以外は、国民年金保険料の未納期間が無く、

国民年金の資格取得以降は厚生年金保険との切替手続を適切に行っている。 

申立期間①について、Ａ市保管の国民年金被保険者名簿によれば、申立

人は昭和 60 年６月ごろ国民年金の加入手続を行ったことが確認できるこ

とから、この時点において、申立期間のうち 57 年 10 月から 58 年３月ま

では時効となり、保険料を納付することはできず、また、特例納付期間で

もない。続く 58 年４月から 60 年３月までは過年度納付となり、申立人は

Ａ市Ｂ支所の窓口で納付したとするが、Ａ市では、過年度分の収納事務を

取り扱っておらず、Ｂ支所の中に国庫金を取り扱う金融機関も設置されて

いなかったと回答している。 

さらに、申立人が一括納付したとする金額も、申立期間の国民年金保険

料を納付した場合の金額と大幅に異なっている。 

このほか、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



申立期間②について、当時の住民票から申立人はＡ市Ｃ地に居住してい

たことが確認でき、Ｄ駅近くのＥ銀行で納付したとの主張に不自然さはみ

られず、一月分のみ未納であることは不自然と考えられる。 

その他の周辺事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のう

ち、昭和 63 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認

められる。 



宮城国民年金 事案 655 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年２月及び同年３月の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年４月から 49 年３月まで 

             ② 昭和 49 年７月から 50 年３月まで 

             ③ 昭和 54 年２月及び同年３月 

申立期間の保険料については、納期限を過ぎてから役場の国民年金担

当課のＡさんという方に納めた方がいいと言われたので、毎回集金に来

てもらい納付した。 

納付が終わったときに、すべて納め終わったと言われた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ町が保管する国民年金被保険者カードによれば、申立人は、昭和 53

年度中に同年度分の保険料及び当時は未納であった 52 年度分の保険料を

納付している上、54 年度分以降は保険料を現年度納付しており、申立期

間③の前後は保険料の納付に積極的に取り組んでいたことがうかがえる。

このような時期に申立期間③のみが未納となっていることは不自然である。 

一方、申立期間①及び②については、申立人は、役場職員に毎回自宅に

集金に来てもらい国民年金保険料を納付したと主張するが、Ｂ町に照会し

たところ、職員による出張（戸別）徴収はしていなかったとしており、申

立人の主張は当時のＢ町の取扱いと相違している。 

また、申立人が納付を勧められたとする役場職員が国民年金を担当する

ことになったのは、昭和 52 年４月１日からであることが確認でき、この

時点では、申立期間の大部分の期間は時効により納付することができない。 

さらに、国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付したことをうかが



わせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 54 年２月及び同年３月の国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



宮城国民年金 事案 656 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年２月及び同年３月の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年４月から 49 年３月まで 

             ② 昭和 49 年７月から 50 年３月まで 

             ③ 昭和 54 年２月及び同年３月 

申立期間の保険料については、納期限を過ぎてから役場の国民年金担

当課のＡさんという方に納めた方がいいと言われたので、毎回集金に来

てもらい納付した。 

納付が終わったときに、全て納め終わったと言われた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ町が保管する国民年金被保険者カードによれば、申立人は、昭和 53

年度中に同年度分の保険料及び当時は未納であった 52 年度分の保険料を

納付している上、54 年度分以降は保険料を現年度納付しており、申立期

間③の前後は保険料の納付に積極的に取り組んでいたことがうかがえる。

このような時期に申立期間③のみが未納となっていることは不自然である。 

一方、申立期間①及び②については、申立人は、役場職員に毎回自宅に

集金に来てもらい国民年金保険料を納付したと主張するが、Ｂ町に照会し

たところ、職員による出張（戸別）徴収はしていなかったとしており、申

立人の主張は当時のＢ町の取扱いと相違している。 

また、申立人が納付を勧められたとする役場職員が国民年金を担当する

ことになったのは、昭和 52 年４月１日からであることが確認でき、この

時点では、申立期間の大部分の期間は時効により納付することができない。 

さらに、国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付したことをうかが



わせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 54 年２月及び同年３月の国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



宮城国民年金 事案 657 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年７月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年７月から同年 12 月まで 

申立期間当時住んでいた住居の隣に国民年金担当課に勤めていた人が

おり、結婚と同時に国民年金に加入した。 

会社に勤めていたときは厚生年金保険に加入し、会社を辞めたときは

国民年金の加入手続をしていたので、保険料を納付しなかったことは無

い。 

昨年、社会保険事務所に被保険者記録照会をしたところ、国民年金が

６か月未納になっていると言われ驚いた。 

未納期間は絶対に無いはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 37 年 11 月に国民年金に任意加入し、その後、厚生年金

保険に加入したが、厚生年金保険の資格を喪失した翌月の 52 年 11 月には、

再び国民年金に任意加入している上、177 か月の任意加入期間のうち申立

期間以外に未納が無く、申立人の年金に対する意識の高さがうかがえると

ころ、申立期間のみが未納となっていることは不自然である。 

また、申立期間は、６か月と短期間である。 

さらに、申立期間の前後を通じて、住所や夫の仕事に変更はなく、その

生活状況に大きな変化はうかがえない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 660 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年２月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

  住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年２月から 45 年３月まで 

20 歳になり集落の自治会の役員が集金にきて、父親が国民年金保険

料を払ってくれていた。 

昭和 44 年８月に結婚をして私の両親と同居をした夫は、同月から納

付済みになっている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、同居していた両親や夫の保険料と一緒に申立人の分も父親が

納付していたはずであると主張するところ、社会保険庁の記録によれば、

申立人の父親は昭和 36 年４月から死亡時まで、母親は 36 年４月から 60

歳到達時まで、夫は 44 年８月に結婚してから 60 歳到達時までの国民年金

保険料をすべて納付している。 

また、結婚前まで同居し、父親が国民年金加入手続や保険料の納付をし

ていたという申立人の妹については、20 歳になってすぐに国民年金への

加入手続が行われ、国民年金保険料が納付されていることから、父親の納

付意識は高いことがうかがわれる。 

さらに、社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によれ

ば、申立人の手帳記号番号は昭和 45 年８月 28 日に払い出されているが、

Ａ町（現在は、Ｂ市）に照会したところ、過年度保険料の納付希望者には

納付書を渡す取扱いを行っていたとの回答があることから、納付意識の高

い申立人の父親において、同町から過年度保険料の納付書を受領してこれ

を納付したとしても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城厚生年金 事案 414 

 

第１ 委員会の結論 

申立人が申立期間に勤務していたとするＡ社は、当時、社会保険事務所

の記録では厚生年金保険の適用事業所となっていないが、適用事業所の要

件を満たしていたと認められるところ、申立人は、申立期間の厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人の同社における資格取得日に係る記録を平成 12 年５月１日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額を 18 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12 年５月１日から同年６月１日まで  

    私は、社会保険事務所に照会したところ、申立期間について厚生年金

保険の加入記録が無いとの回答をもらった。平成 12 年５月分の給与支

給明細書を持っており、保険料も控除されているので、厚生年金保険加

入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の保管する給与支給明細書、雇用保険の記録及びＡ社の事務担当

者の供述から、申立人が申立期間、同社に継続して勤務し、申立期間の厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が保管する給与支給

明細書の支給額から、18 万円とすることが妥当である。 

   一方、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社は、申立期間後は適用事業

所となっているが、申立期間は適用事業所としての記録が無い。しかし、

同社は、申立期間当時、法人事業所となっていたことから、当時の厚生年

金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料の納付義務を履行してい

たか否かについては、元事業主は不明としているが、元事業主が保管して



いる健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書

に資格取得年月日が平成 12 年６月１日と記載されているとともに、申立

人の申立期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の

届出を行っていなかったと認められることから、申立人の申立期間に係る

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 415 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていることが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失

日に係る記録を昭和 45 年４月１日に訂正し、42 年２月から同年９月まで

の標準報酬月額を５万 2,000 円、42 年 10 月から 44 年６月までの標準報

酬月額を５万 6,000 円、44 年７月から同年 10 月までの標準報酬月額を６

万円、44 年 11 月から 45 年３月までの標準報酬月額を６万 8,000 円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年２月 28 日から 45 年４月１日まで 

私は、昭和 26 年３月 10 日にＡ社に入社し、平成５年３月 14 日に退

職するまでの間、継続して勤務していたが、厚生年金保険被保険者記録

を確認したところ、申立期間について加入していないことが判明した。

申立期間については、会社側も勤務していたことを認めて、在籍証明書

を発行しているので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の人事記録及び在籍証明書並びに雇用保険の記録から判断すると、

申立人は、Ａ社Ｃ営業所に申立期間に継続して勤務し(昭和 42 年２月 28

日に同社Ｂ支店から同社Ｃ営業所、45 年４月１日に同社Ｃ営業所から同

社Ｄ営業所に異動。ただし、社会保険適用上は同社Ｃ営業所は同社Ｂ支店

と同一。)、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同年代の同僚の標

準報酬月額の記録から判断すると、昭和 42 年２月から同年９月までの標



準報酬月額を５万 2,000 円、42 年 10 月から 44 年６月までの標準報酬月

額を５万 6,000 円、44 年７月から同年 10 月までの標準報酬月額を６万円、

44 年 11 月から 45 年３月までの標準報酬月額を６万 8,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立期

間に行われるべき、３度の厚生年金保険被保険者資格報酬月額算定基礎届

や申立てどおりの被保険者資格の喪失届など、いずれの機会においても社

会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主が資

格喪失日を昭和 42 年２月 28 日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る 42 年２月から 45 年３月までの保険料について納入の告知を

行っておらず(社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。)、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



宮城厚生年金 事案 416 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店（現在は、Ｃ社。

以下同じ。）における資格喪失日(昭和 20 年９月 30 日)及び資格取得日

(昭和 21 年４月１日)を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 30 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和６年生 

  住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 20 年９月 30 日から 21 年４月１日まで 

    私は、昭和 20 年４月１日にＡ社Ｂ支店に入社し、平成３年 10 月９日

に定年退職するまで終始一貫して勤務したが、申立期間について厚生年

金保険の被保険者資格が無いことが判明した。途中退職したことは無い

ので、申立期間について被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ社Ｂ支店において昭和 20 年

４月１日に厚生年金保険の資格を取得し、同年９月１日に資格を喪失後、

21 年４月１日に同支店において再度資格を取得しており、20 年９月から

21 年３月までの申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、Ａ社が管理する人事記録から、申立人が申立てに係る事業所に

申立期間も継続して勤務していることが確認できる。また、同社は、「申

立人については、申立期間も厚生年金保険被保険者として取り扱ってい

た」旨の回答をしている。 

これらを総合的に判断すると、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 20 年４月の社会保険

事務所の記録から、30 円とすることが妥当である。  



なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているが、事業主から申立人に係る被保険者

資格の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務

所がこれを記録するとは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記

録どおりの資格の取得及び喪失の届出を行っており、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る昭和 20 年９月から 21 年３月までの保険料の納入

の告知を行っておらず(社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。)、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 419 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。以下同

じ。）における資格喪失に係る記録を昭和 47 年４月 16 日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を、45 年８月から同年９月までは３万円、同年 10 月

から 46 年９月までは３万 6,000 円、同年 10 月から 47 年３月までは４万

2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

氏 名 ：  

                   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年８月 16 日から 47 年４月 16 日まで 

Ａ社Ｃ出張所（後にＤ支店に変更）に勤務していた当時の厚生年金保

険加入期間について社会保険事務所に照会したところ、加入期間は昭和

44 年９月 11 日から 45 年８月 16 日までとの回答があった。 

Ａ社には昭和 44 年９月から勤務したが、47 年に入って結婚のため退

社を申し出たところ、同年春まで勤めるように頼まれたので、４月に新

入社員二人に引継ぎをしてから退社した。 

Ａ社には昭和 47 年４月 15 日まで正社員として勤務したので、申立期

間も厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び申立期間当時の支店長、複数の同僚、後任者の

証言から、申立人が申立てに係る事業所に昭和 47 年４月 15 日まで継続し

て勤務していたことが認められる。 

さらに、複数の同僚は、申立人が当該事業所で勤務期間中は身分や業務

内容が変わった記憶が無いと証言しており、加えて、上記支店長は、雇用

保険と厚生年金保険・健康保険は連動して一緒に手続しており、雇用保険

だけ切り離して処理したことは無いと証言しているところ、同支店長及び



複数の同僚の雇用保険と厚生年金保険・健康保険の加入記録がほぼ一致し

ていることから判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間当時の同僚等の標

準報酬月額から、昭和 45 年８月から同年９月までは３万円、同年 10 月か

ら 46 年９月までは３万 6,000 円、同年 10 月から 47 年３月までは４万

2,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、申立期間に行われるべき事業主による健康保

険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定や

事業主による申立てどおりの資格喪失届などのいずれの機会においても、

社会保険事務所がこれを記録しないとは考え難いことから、事業主が、昭

和 45 年８月 16 日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る 45 年８月から 47 年３月までの保険料の納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 420 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、昭和 41 年３月１日に船員保険被保険者の資格を申立人が取

得し、42 年４月 12 日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行っ

たことが認められることから、船員保険被保険者の資格取得日及び資格喪

失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 41 年３月は１万

2,000 円、同年４月から同年７月までは４万 2,000 円、同年８月から 42

年３月までは４万 5,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年２月 19 日から同年４月 25 日まで 

          ② 昭和 41 年３月１日から 42 年４月 12 日まで 

③ 昭和 49 年 12 月９日から 50 年４月１日まで 

    申立期間①は船舶Ａと船舶Ｂを回航した期間で、申立期間②はＣ社に

雇用され、船舶Ｄから船舶Ｅに社命により転船し、漁に従事した期間で

ある。申立期間③はＦ社に雇用され、船長と二人で技術指導員として、

外国船籍の船舶Ｇに乗船し、漁を行った期間の一部で乗船証明書や給料

明細書がある。申立期間について船員保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、申立人が所持する船員手帳の船員保険関係欄に、

船員保険記号番号及び昭和 41 年３月１日資格取得、42 年４月 12 日資格

喪失とするＣ社が記名押印した申立期間と同一期間の記録が記載されてい

る。 

   また、社会保険事務所が保管する船員保険被保険者名簿には、申立人と

生年月日は相違するが同姓同名で、上記船員手帳の記載内容と同一の被保

険者記録が存在する。 

さらに、事業主は当時の漁従事者に申立人と同姓同名の者はいないと回



答している。 

これらを総合的に判断すると、上記被保険者記録は申立人に係る記録で

あり、申立人が昭和 41 年３月１日に船員保険被保険者資格を取得した旨

の届出及び 42 年４月 12 日に船員保険被保険者資格を喪失した旨の届出を

事業主が社会保険事務所に行っていたものと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額は、上記の社会保険事務所の記録から、

昭和 41 年３月は１万 2,000 円、同年４月から同年７月までは４万 2,000

円、同年８月から 42 年３月までは４万 5,000 円とすることが必要である。 

一方、申立期間①については、提出された船員手帳から、申立人が船舶

所有者Ｈ氏に雇用され船舶に乗り組んでいたことは認められるが、船舶所

有者Ｈ氏は昭和 48 年３月 30 日事業を廃止しており、申立期間①に係る船

員保険料の控除等を確認できる関連資料が無い。 

また、社会保険事務所が保管する船員保険被保険者名簿においても、申

立期間①について申立人の氏名は確認できず、被保険者証記号番号に欠番

も無い。 

さらに、当時の同僚等の証言も得られないほか、申立てに係る事実を推

認できる周辺事情は見当たらない。 

申立期間③については、乗船履歴証明書により船舶Ｇに乗船していたこ

とは認められる。 

しかし、申立人が提出した給料明細書の控除されていた船員保険料額は、

船員保険料率から昭和 52 年５月以降の当該月分と 53 年４月分のものと認

められ、提出された給料明細書は申立期間③に係る給料明細書ということ

はできない。 

また、船長の船舶Ｇにおける船員保険被保険者資格取得月日は申立人と

同日となっていることが確認できる。 

さらに、申立人の勤務実態、船員保険料の控除等について事業主に照会

したものの、これらを確認できる関連資料や証言を得ることはできなかっ

た。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び③に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 422 

 

第１ 委員会の結論 

   Ａ社の事業主は、申立人が昭和 61 年 11 月１日に被保険者資格を取得し、

62 年２月１日に喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認め

られることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び

喪失日の記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については 20 万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年 10 月１日から 62 年２月１日まで 

    昭和 61 年 10 月１日から 62 年１月 31 日まで勤務したＡ社について厚

生年金保険に加入した事実が確認できなかったとの回答をもらった。 

Ｂ社（現在は、Ｃ社。以下同じ）、Ａ社及び現在勤務しているＤ社は、

すべてＥ社の構内下請けで、場所、仕事内容は変わらず、経営者が代わ

っただけである。30 年ほど同じ場所で働いているにもかかわらず厚生

年金保険の加入期間に空白があるのは納得できない。当時、私は工場長

として勤め、社会保険料も控除されていた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｂ社からＡ社及びＤ社までＥ社の構内下請として同じ現場に

継続して勤務していたと主張しているところ、当時の同僚３名が申立内容

を裏付ける証言をしている。 

   また、Ｂ社の従業員９名中７名(申立人を除く)が、昭和 61 年９月 30 日

にＢ社で被保険者資格を喪失、同年 11 月１日にＡ社で資格取得しており、

申立人についてのみ、当該事業所において被保険者資格が確認できない。 

   一方、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者

原票では、整理番号４番が欠番となっている。 

   また、Ｆ社会保険事務局に整理番号の取扱いについて照会したところ、

「当時の職員から聴取を行った上、サンプル調査を行った結果、当該事業



所を管轄する社会保険事務所においては、特定の整理番号を欠番とする取

扱いは見当たらない。」との回答があった。 

さらに、申立人は、「申立期間の３か月ほど前に病気になり、健康保険

より傷病手当金を受給していたこと及び当時子供が病気だったため病院に

かかっていたことなどがあり、健康保険に加入していないことはあり得な

い」と申し述べているところ、上記申述内容には特段不合理な点は見受け

られない。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所における申立人に係る健

康保険厚生年金保険被保険者原票が欠落したものと考えられ、事業主は、

申立人が昭和 61 年 11 月１日に被保険者資格を取得し、62 年２月１日に

喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、Ｄ社における昭和 62 年２

月の社会保険事務所の記録及び同僚の記録から、20 万円とすることが妥

当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 61 年 10 月１日から同年 11 月１日までの

期間については、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっていない。 

また、申立人は、給与から厚生年金保険料が控除されていたことに関す

る具体的な記憶が無く、このほか、申立人が給与から当該保険料を控除さ

れていたことを推認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間については、申立人が厚生年金保険被保険者として、厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 427 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日を昭

和 50 年 12 月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年 12 月 21 日から 51 年１月 21 日まで 

    私はＢ社本社から、昭和 50 年 12 月 21 日付けで資本提携のあるＡ社

に異動することとなった。給与はＡ社から支給され、厚生年金保険料も

給与から控除されていたが、同事業所における厚生年金保険の記録は、

資格取得日が 51 年１月 21 日となっており、１か月抜けていることが分

かった。 

保管していた給与明細書により、申立期間の保険料が給与から控除さ

れていることが確認できるので、申立期間について被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する給与明細書及び当時の総務課長（給与担当者）の証言

により、申立人が申立期間にＡ社に継続して勤務（昭和 50 年 12 月 21 日

にＢ社本社からＡ社に異動）し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書上の保険料控除

額から 20 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、「履行したと思われるが、資料が無いため不明である」と回答

しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら



かでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



宮城国民年金 事案 648 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年 11 月から 48 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40 年 11 月から 48 年３月まで 

私は、社会保険事務所に照会したところ、昭和 40 年 11 月から 48 年

３月までの期間について、国民年金保険料の納付事実が確認できないと

の回答を受けた。いつかは特定できないが、上記期間のある時に、父か

ら国民年金保険料を支払っている旨の手紙を受け取った。また、申立期

間のうち、一部の期間は、自分で保険料を納付したはずである。申し立

てたすべての期間を納付したとは言わないが、すべて未納とされている

ことは納得できないので、納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 55 年６月に払い出されて

いることから、払出しの時点では、申立期間は時効の到来により保険料を

納付できない期間である。 

さらに、申立人は、市役所に行った記憶はあるが、納付していた期間や

納付方法などの記憶は曖昧
あいまい

であるほか、一部の期間については父が納付し

ていたとしており、その期間は申立人が関与していないことから、納付状

況が明らかでない。 

このほか、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 649 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から平成元年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から平成元年３月まで 

    申立期間は、国民年金保険料をＡ銀行Ｂ支店の集金係員に家族全員分

を支払っていた。当時は収入もあり、国民健康保険税は最高額を納め、

固定資産税、事業税その他の税金などは同行同支店を通して納めていた。

まさか国民年金が納入されていないとは思ってもいなかった。確かな証

拠物件が無い現在、国を信用した私たちに眠れと言っているのか。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付等に関与しておらず、申立

人の父親に聴取しても、申立期間に係る申立人の国民年金保険料について

は、Ａ銀行Ｂ支店の行員が集金に来たとき家族全員分を納付したとしてい

るものの、申立人に係る国民年金への加入手続や金額等については記憶し

ておらず、納付状況等が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、申立期

間の一部は時効により納付できない期間である上、申立人の父親は、保険

料をさかのぼって納付したことは無いとしており、別の手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人に係る国民年金資格取得については、社会保険庁の記録

及びＣ町保管の国民年金被保険者記録によれば、平成元年４月１日資格取

得となっており、申立期間は未加入期間となっている。 

加えて、申立期間当時集金に来ていたというＡ銀行Ｂ支店の行員は既に

亡くなっており、証言を得ることはできなかった。 

このほか、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納



付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 650 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年 10 月から同年 12 月までの期間及び平成元年５月か

ら同年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年 10 月から同年 12 月まで 

          ② 平成元年５月から同年９月まで 

    平成 19 年 11 月９日に社会保険事務所に国民年金保険料の納付記録の

確認を求めたところ、２か所 10 か月納付済期間とすると回答があった。

真面目に言いなりに納めてきたのに、このとおりです。 

    申立期間は認められないと回答があったが、納付書は４月から翌年３

月までの一年分となっているので途中未納の訳が無いと思いますので、

しっかり調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

   また、申立人は夫が厚生年金保険から国民年金に移行した昭和 59 年 11

月以後二人分の保険料を納付したとしているが、その夫に係る昭和 63 年

度及び申立期間の保険料は申立人同様に未納となっている。 

   さらに、申立人は当時市役所支所で一年綴りの納付書で納付しており、

年度の途中だけ保険料を納付しないはずがないと主張しているが、社会保

険庁の記録から申立期間の前後は過年度納付されていることが確認でき、

市役所支所では納付することができず、かつ、申立期間①及び②の直後の

過年度納付年月日からみると、その時点では、申立期間①及び②の保険料

はいずれも時効により納付できなかったものと考えられる。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 652 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年３月から９年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年３月から９年３月まで 

    Ａ市Ｂ区役所で分割して納付していました。当時の住所は、Ｂ区でし

た。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金保険料を分割して納付したということ以外に国民年

金に関する記憶が定かでなく、国民年金の再取得手続、保険料の納付場所

が不明である。 

また、申立期間直後の平成９年の保険料について、全額免除申請をして

いるが、申立人から聴取しても免除申請をしたことはないとしているなど、

申立人の主張は信 憑
ぴょう

性が高いとは言い難い。 

さらに、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 653 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年２月から 51 年 11 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

                

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年２月から 51 年 11 月まで 

    昭和 47 年２月から 51 年 11 月までの国民年金保険料納付記録につい

て照会したところ、申立期間は未加入期間であるとの回答をもらった。 

Ａ市から送付された納付書に基づいて、Ｂ郵便局、Ｃ銀行Ｄ支店に支

払い、国民年金未納の分は、督促のハガキが来て支払いました。 

    この期間を納付期間として、認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人から聴取しても、納付時期や

納付金額等について、申立人の記憶も不明瞭であり、国民年金への加入や

保険料の納付をしていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、社会保険事務所が保管する「国民年金手帳記号番号払出簿」によ

れば、申立人の手帳記号番号は、昭和 52 年１月 22 日に払い出され、51

年 12 月 10 日から任意加入となっており、申立期間は未加入期間となり保

険料の納付はできない期間である。 

なお、社会保険庁の記録及び申立人の年金手帳によると、申立人の資格

取得は昭和 47 年２月３日となっていることが確認できるものの、当該資

格取得記録の訂正は平成 18 年 11 月２日に行われていることから、それま

で申立期間は未加入期間であり、納付書が発行されることはあり得ない。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたとする事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間に国民年金に加入し、国民年金保険料を納

付していたものと認めることはできない。 



宮城国民年金 事案 658 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年４月から 42 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年４月から 42 年２月まで 

20 歳の誕生日を迎えるに当たり、昭和 41 年３月ごろ父が国民年金加

入の手続をしてくれた。 

「老後加入していて良かったと思う日がきっと来る。」との父の言葉

に、「ありがとうございます。」と言ったことを覚えている。 

私は学校の生徒で経済力もなく、父が納付していたものと思う。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、しかも、申立人の加入手続や保険料の納付を行ったと

いう父親は亡くなっていることから、納付に関する具体的な状況は不明で

あり、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

また、申立人は、「20 歳の誕生日を迎えるに当たり、昭和 41 年３月ご

ろ父が国民年金加入の手続をしてくれた。」と主張するところ、Ａ市が保

管する国民年金被保険者名簿（紙名簿）によれば、国民年金手帳の発行及

び名簿作成年月日は昭和 41 年９月 16 日と記録されており、社会保険事務

所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿でも、申立人の手帳記号番号は

同年８月 30 日に払い出されている。ところで、同手帳記号番号払出簿の

申立人の手帳記号番号が記録されている頁の備考欄には「特」を丸で囲ん

だ押印があるところ、同押印は、申立人の前後に手帳記号番号が払い出さ

れた者についても申立人と同様に 20 歳到達時にさかのぼって資格を取得

していることなどから、適用漏れ者や 20 歳到達者などを対象に適用の促

進を図る目的で当時実施されていた「適用特別対策」として資格取得の手



続がなされたことを示すものと考えられ、昭和 41 年３月ごろ父親が国民

年金加入の手続をしてくれたという申立人の主張と相違する。 

さらに、父親と同居していた昭和 42 年３月から同年６月までの期間及

び 44 年７月から結婚前の 46 年９月までの期間は、国民年金に強制加入す

べきであったがその手続はとられていないことから、父親は必ずしも年金

に対する関心が高かったとはいえない。 

加えて、申立人は、婚姻後国民年金に任意加入しているが、その際、新

たに国民年金手帳記号番号の払出しを受けていることから、20 歳の加入

時に手帳記号番号が払い出されていたという認識がなかったことがうかが

える。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 659 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年 11 月から 50 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年 11 月から 50 年 12 月まで 

    昭和 47 年 10 月に結婚をし、当時、人事部で年金の知識があった夫に

指示され、同年 11 月にＡ市役所で国民年金への加入手続を行った。そ

の後は納付書で保険料を納付した。 

    国民年金への加入手続を行った際に、付加年金を勧められて加入した

ので付加保険料も納付している。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によれば、

申立人の手帳記号番号は昭和 51 年３月 10 日に払い出されており、申立人

に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

さらに、社会保険事務所が保管する国民年金被保険者台帳（マイクロフ

ィルム）によれば、申立人が国民年金の資格を取得したのは、昭和 51 年

１月 12 日に任意加入したのが初めてであることが確認できることから、

申立期間は国民年金に未加入であり、保険料を納付することはできない。 

加えて、申立人は、主にＡ市のＢ駅前にあったＣ銀行Ｄ支店で納付をし

ていたと供述しているが、同支店が開設されたのは昭和 50 年６月である

ことから申立期間のうち大部分については納付することができない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚生年金 事案 417 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月１日から同年 10 月１日まで 

私は、昭和 38 年３月から 39 年 12 月までＡ社（現在はＢ社。以下同

じ。）Ｃ事業所に勤務していた。 

厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所に照会したところ、

昭和 38 年 10 月１日から 40 年１月１日までとの回答をもらった。 

正職員になる前の期間だが、同じ仕事をしていたのに、昭和 38 年９

月末までの期間が未加入となっているのは理解できない。申立期間を厚

生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が入手した人事記録カードでは、申立人は、昭和 38 年

３月１日にＡ社Ｃ事業所に採用され、39 年 11 月１日に「試用員」、40 年

１月１日に「職員」として発令されており、申立人が申立期間について当

該事業所に勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ｂ社Ｄ支社では、「当時のＡ社Ｃ事業所では、臨時雇用員が厚

生年金保険被保険者になったのは、厚生年金保険適用事業所の資格を取得

した昭和 38 年 10 月１日からであり、それ以前は対象ではない。」と回答

しており、社会保険事務所の記録でも、当該事業所が厚生年金保険の適用

事業所となったのは同日であることが確認できる。 

また、申立人は、社会保険事務所が保管している被保険者原票から、当

該事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 38 年 10 月１日に厚生

年金保険被保険者の資格を取得していることが確認できる。 

さらに、社会保険庁の記録においても、当該事業所に勤務していた臨時

雇用員が厚生年金保険被保険者として資格を取得しているのは、昭和 38



年 10 月１日以降となっている。 

加えて、申立期間について厚生年金保険料を事業主より給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票などの資料は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



宮城厚生年金 事案 418                     

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年 11 月から 38 年 11 月１日まで 

② 昭和 40 年 11 月 26 日から 41 年 12 月まで 

（申立期間①及び②のうち 12 か月） 

私がＡ社に勤務したのは３年間（36 か月）だが、厚生年金保険の加

入記録は昭和 38 年 11 月１日から 40 年 11 月 26 日までの 24 か月とされ

ている。入社日や退職日について明確に記憶していないが、申立期間①

及び②のうち 12 か月は勤務していた。 

厚生年金保険被保険者期間が 12 か月不足しているので、不足してい

る 12 か月間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無い。 

また、公共職業安定所が保管する申立人の雇用保険の加入記録は、厚生

年金保険被保険者期間と一致している。 

さらに、当該事業所でほぼ同時期に勤務している元同僚４名は、勤務し

ていたと回答している期間と厚生年金保険被保険者期間がほぼ一致してい

るほか、入社してすぐに厚生年金保険に加入したと回答している。 

加えて、当該事業所は、昭和 60 年 11 月に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、業種を変更して現存している事業所に当時の人事資料等

が残存していないことから、申立期間に係る厚生年金保険料が事業主によ

り控除されていた事実を確認できる関連資料は見当たらない。 

このほか、社会保険事務所が保管している申立てに係る事業所の健康保

険厚生年金保険被保険者名簿では、昭和 38 年 11 月１日に厚生年金保険の



被保険者の資格を取得し、40 年 11 月 26 日に資格を喪失したことが確認

でき、申立期間の健康保険被保険者番号に欠番は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



宮城厚生年金 事案 421 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年８月から 44 年３月 31 日 

    申立期間は、Ａ法人Ｂ事業所（現在は、Ａ法人Ｃ事業所。以下同

じ。）に勤務していた。心身共に大変な仕事をしてきた時期の厚生年金

保険料の記録が無い状態はどうしても納得できません。アルバイト等で

はなかったはずなので、厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ法人Ｂ事業所の在職証明書及び人事記録により、申立人が申立期間に

おいて当該事業所に勤務していたことが確認できる。 

   しかしながら、当該事業所における厚生年金保険の適用事業所としての

記録は、昭和 43 年４月１日新規適用となっており、申立期間の一部は適

用事業所となっていない。 

また、当該事業所では、社会保険に係る資料は昭和 45 年度以降のもの

しか保管されておらず、人事記録によると、申立期間はＡ法人Ｂ事業所Ｄ

部署に勤務とした記載だけで雇用形態が不明であり、かつ、昭和 44 年４

月１日に技術補佐員として採用の記録があり、Ａ法人で管理している職員

録にも同様の記録があることから、同日以降は事業所管理としての雇用は

確認できるが、それより前の期間については確認できないとしている。 

さらに、当該事業所によると、以前は、各部署で個別に事務員補佐員等

を採用していたこともあり、そのような職員については、社会保険などの

加入手続は行っていないとしている。 

加えて、申立人の元上司から、申立期間当時はＤ部署が同法人から予算

を得て、その中から雇用していたとの証言があった。 

このほか、申立期間に係る雇用保険の加入記録は無く申立てに係る事実

 



を確認できる関連資料、周辺事情も見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 423 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち平成３年２月から６年２月までの期間につい

て、厚生年金保険被保険者としてその主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

   また、申立期間のうち平成６年３月から同年５月までの期間における厚

生保険被保険者記録については、訂正する必要は認められない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年２月から６年５月まで 

    Ａ社に勤務した平成３年２月から６年５月までの期間の標準報酬月額

を、会社の担当者が誤って届けていた。その事実が判明した時点で、Ｂ

県所在のＣ社会保険事務所に話をしたが、既に時効で納められないと言

われた。 

    当該事業所はＤ社の子会社だが、会社の経営が悪化し、親会社から給

与が補填
ほ て ん

されていた。26 万円の給料は子会社の分だけで親会社の分は

含まれていない。 

    会社の間違いは分かるが、自分が悪いわけではないので、申立期間の

標準報酬月額を 44 万円として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち平成３年２月から６年２月分までについては、Ａ社の源

泉徴収簿兼給料台帳によれば、申立人の給料の総支給月額は 25 万 7,000

円、厚生年金保険料控除額は１万 8,850 円と記載されており、社会保険庁

の記録どおりの標準報酬月額に基づく保険料額が源泉徴収されていること

が確認できる。 

また、Ｅ社（旧Ｄ社）では、同期間申立人に非常勤嘱託として月額 19

万円を支給していたが、厚生年金保険料は控除していないと回答し、Ｄ社

の給与台帳でも控除の事実は確認できない。 



申立期間のうち平成６年３月から同年５月分までについては、上記給料

台帳によれば、申立人の給料の総支給月額は 44 万 7,000 円、厚生年金保

険料控除額は３万 1,900 円と記載されており、申立人は標準報酬月額 44

万円に相当する厚生年金保険料を給与から源泉控除されていたことが確認

できる。 

しかし、申立人は、申立期間Ａ社の取締役であり、当時の事業主から

「申立人は専務取締役として経営の実務を担っており、当時の年金手続に

ついてもよく知っているはず」との供述がある上、申立てに係る標準報酬

月額改定の書類を作成した当時の事務員が、「届出書の決裁者は申立人で

あった。」と供述している。 

これらのことから、申立人は「厚生年金保険の保険給付及び保険料の納

付の特例等に関する法律」第１条第１項ただし書きの規定により、当該事

業主が当該義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であった

と認められる場合に該当すると認められることから、当該期間については

同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、上記のとおりいずれも申立人の申立内容を認めることはでき

ない。 



宮城厚生年金 事案 424 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男（死亡） 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和７年生 

  住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 29 年５月１日から同年 11 月１日まで 

申立期間について「厚生年金保険被保険者期間調査依頼書」を提出し

たところ、「名簿及び台帳には該当者は見当たりません」と回答があっ

た。 

Ａ社で勤務していた当時の上司の紹介により昭和 29 年５月からＢ社

で働くことになりました。 

その後、Ｂ社の同僚と一緒にＣ社に就職しました。 

関係資料等は何も残っていませんが、申立期間について厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、亡くなった申立人の妻が、申立人の厚生年金保険記録

の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人について、元同僚の供述から、申立人が申立期間、Ｂ社に勤務し

ていたことは推認される。 

しかし、複数の元同僚から「当該事業所では見習期間があった」旨の供

述がある上、申立人の妻も「入社後、夏ごろに見習期間が終わって正社員

になった。」と供述していることから、見習期間がどの程度の期間であっ

たかについては特定することはできないものの、当該事業所では、従業員

が入社して、一定期間経過後に厚生年金保険に加入させていたことがうか

がわれる。 

さらに、社会保険庁が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿によると、欠番は無く、申立人の資格取得は昭和 29 年 11 月１日

となっており、29 年 10 月 31 日以前に申立人の氏名は見当たらない。 



加えて、申立人が申立期間に事業主により給与から厚生年金保険料を控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が、厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



宮城厚生年金 事案 425 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年６月ごろから 34 年９月１日まで 

                       ② 昭和 34 年 10 月ごろから 36 年 11 月 26 日ま

で 

申立期間①についてはＡ社Ｂ事務所に入社し、辞令を受け、現場での

朝７時から翌朝７時までの 24 時間勤務の作業でした。 

申立期間②については、Ｃ社Ｄ事業所若しくは本店の所属で、Ｅ地区

の工事現場で働いていたことを記憶している。 

当時の工事担当部長と意見の相違があって昭和 36 年 11 月 26 日に退

社した。 

Ｆ社会保険事務所の回答では、被保険者名簿に記録が無いとのことで

すが、申立期間を含めて厚生年金保険料を約 44 年間払い続けてきまし

た。再調査をし、申立期間についても、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を

確認できる給与明細書等の資料は無い。 

申立期間①について、申立人が勤務したとするＡ社Ｂ事務所の厚生年金

保険適用を確認したところ、当該事業所は昭和 35 年７月 21 日に新規適用

となっていることから、申立期間は厚生年金保険適用事業所となる以前の

期間である。 

また、申立人が記憶している現場監督者も申立期間①においては、当該

事業所において厚生年金保険の被保険者となっていない。 

申立期間②について、申立人と同時期にＣ社Ｇ支店に入社した６人に照



会したところ、申立人を承知している者はいない上、当該事業所では、Ｅ

地区の工事は施工していないと回答している。 

また、社会保険庁が保管するＣ社Ｇ支店の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿には、申立人の氏名は見当たらない。 

さらに、申立人が勤務したとするＡ社及びＣ社に類似する事業所複数に

ついて、事業所名の検索を行ったがいずれにも申立人の氏名は見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が、厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



宮城厚生年金 事案 426 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 20 年 10 月１日から 22 年５月１日まで 

私は、昭和 20 年 10 月から 22 年４月まで、Ａ市のＢ社に勤務してい

ました。加入期間について社会保険事務所から回答が届きましたがＢ社

の厚生年金保険加入期間は、昭和 22 年５月１日から同月 22 日までとの

回答でした。 

終戦後の昭和 20 年 10 月から 22 年４月まで間違いなく勤務していま

した。 

この期間を厚生年金保険加入期間として認めて、年金を支給してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を

確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、申立期間について、当時の同僚に聴取したものの、申立内容を確

認できる証言を得ることができなかった。さらに、社会保険事務所が保管

している「健康保険労働者年金保険被保険者名簿」及び「年金番号払出

簿」によれば、申立人と同様の業務の従業員は申立人も含めて、すべて昭

和 22 年５月１日に資格取得していることが確認できる上、同僚からの

「私も入社は厚生年金保険の資格取得日より前である」旨の供述を踏まえ

ると、当該事業所が何らかの意図をもって、同日から従業員を一斉に厚生

年金保険に加入させたものと推測される。 

このほか、当該事業所は既に全喪（解散）しており、申立内容を確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 428 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 10 月８日から７年４月１日まで 

    「ねんきん特別便」に記載の加入記録を確認したところ、Ａ社での加

入記録が違っていることに気付いた。私は平成６年 10 月８日から勤務

しているにもかかわらず、加入記録は７年４月１日から８年 12 月 28 日

までとなっていた。 

    当時の資料は残っていないが、保険料は間違いなく給料から引落しに

なっていた記憶があり、会社に問い合わせたところ、会社の手続ミスで

あることを認めた。正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業所が保管する賃金台帳により、申立人の申立期間に係る厚生年金保

険料は給与から控除されていなかったことが確認できる上、事業所も、

「申立期間に係る被保険者資格の届出は、未届けであり、この期間の保険

料は給与から控除しておらず、また、社会保険事務所にも納付していなか

った」と回答している。 

また、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を、事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を有しておらず、

保険料控除に関する記憶も不明瞭である。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 429 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年３月１日から 43 年８月１日まで 

② 昭和 43 年 10 月１日から 46 年５月 16 日まで 

申立人の健康上の理由により、夫である私が申立てをする。 

申立期間については脱退手当金を支給したとされている。 

申立人である妻が受給したかどうかは分からないが、コンピュ－タ－

の記録だけでは信用できないので、社会保険事務所が受領書を保管して

いないのであれば、厚生年金保険の加入期間として認めるべきだ。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の被保険者名簿には脱退手当金の支給を意味する「脱」に丸印が

付されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは

無く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約１か月後の昭和 46

年６月 26 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 

また、申立人の健康上の理由で、申立人から申立期間に係る脱退手当金

の受給の有無に関する供述を得ることができない状況にある上、脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 430 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年３月４日から 37 年４月１日まで 

② 昭和 37 年４月１日から 38 年７月１日まで 

申立期間については脱退手当金を支給したとされている。 

しかし、退職してから、脱退手当金の支払通知も無く、受領した記憶

も無い。 

納得できないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 38 年７月 29 日に

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 




